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建築基準法第42条２項による位置指定道路
において、自宅建替えによって設けられた私
道のセットバック部分について、現実に道路
が開設された状態になったとは認められない
として、セットバック部分に自転車や植物プ
ランターなどを置くことを禁じることなどを
求める隣人の訴えが棄却された事例（東京地
裁 令和４年１月19日判決 ウエストロー・ジ
ャパン）

1 　事案の概要

Ｘ（原告・個人）とＹ（被告・個人）は隣
人同士であり、双方宅の敷地は、いずれも建
築基準法42条２項の規定により道路（いわゆ
る２項道路）に指定された私道に接していた。
（なお、Ｘ宅・Ｙ宅の底地や本件私道は近隣
寺院の所有地であったが、本件私道の管理は
Ｘら住人の自治に委ねられていた。）
本件私道には、昭和54年頃、私道とＹ宅敷
地との境界を明確にするためＬ字溝が設置さ
れていた。
Ｙは、平成17年、建築基準法の規定により
中心線より２ｍセットバックして自宅を建て
替え、本件セットバック部分にコンクリート
を敷設したが、Ｌ字溝は撤去されずに残置さ
れたため、私道とセットバック部分には高さ
約５㎝の段差が生じたままとなっていた。
Ｘは、自分が車椅子を利用して本件セット
バック部分及びＬ字溝部分を通行する必要が
あるにも拘らず、Ｙが本件セットバック部分
にあえてＸ宅の玄関ポーチの間際に自転車複

数台や植物プランターを放置して通行を妨害
していると主張し、①慰謝料200万円、②Ｌ
字溝による段差の解消、③セットバック部分
への自転車駐輪や、通行の妨げとなる動産の
設置禁止を求めてＹを提訴した。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のように判示して、Ｘの請求
を棄却した。（控訴審でも棄却されている）
［現実に道路が開設されたか］
建築基準法42条２の規定による位置の指定

を受け現実に開設されている道路を通行する
ことについて日常生活上不可欠の利益を有す
る者は、道路の通行をその敷地の所有者等に
よって妨害され又は妨害されるおそれがある
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2項道路のセットバック部分について、現実に道路が開設
された状態になったとは認められないと判断された事例

（東京地判 令 4・1・19 ウエストロー・ジャパン）　西崎 哲太郎

最近の裁判例から ⑿－ 2項道路の通行権－
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ときは、敷地所有者等が通行を受忍すること
によって通行者の通行利益を上回る著しい損
害を被るなどの特段の事情のない限り、敷地
所有者等に対して妨害行為の排除及び将来の
妨害行為の禁止を求める権利（人格権的権利）
を有するものというべきある（最判平３・４・
19、同平５・11・26、同平９・12・18）。
この点、道路は一般交通の用に供する道で
あるから、現実に道路として開設されたか否
かは、現実に一般交通の用に供する状態にな
ったか否かによって判断すべきであるとこ
ろ、本件においては、Ｙが自宅を建築した際
にＹ宅前のわずか約12ｍの長さの範囲でセッ
トバックされ、その部分にコンクリートが敷
設されたというだけのことであり、本件私道
のうち本件セットバック部分よりも公道側の
部分は両側ともセットバックされておらず、
間口が狭いままの状態であり（そのため、車
両も進入することもできない。）、しかも、Ｙ
宅前の部分がセットバックされても、本件Ｌ
字溝は撤去されずにそのまま残置されてお
り、そのため約５cmの段差が存在している
のであって、従前からの通路部分と本件セッ
トバック部分が一体化したということもでき
ないから、本件セットバック部分が現実に一
般交通の用に供する状態になったとは認めら
れず、本件セットバック部分について現実に
道路が開設されたと認めることはできない。
［Ｘは日常生活上不可欠の利益を有するか］
Ｘは、本件セットバック部分及び本件Ｌ字
溝部分について車椅子の利用の観点から日常
生活上不可欠の利益を有しており、また、Ｙ
が自転車や植物プランターを置くことによっ
て通行を妨害されていると主張する。
しかしながら、証拠及び弁論の全趣旨によ
れば、Ｘは現在車椅子を使用しておらず、む
しろ日常的に自転車に乗り、自力で自転車を
約23㎝の高さがある玄関ポーチから本件私道

に上げ下げしており、僅か５㎝の段差を解消
する必要があるとは認められず、本件Ｌ字溝
部分について車椅子利用の観点から日常生活
上不可欠の利益を有するとは認められない。
［ＹはＸの通行を妨害したとして不法行為責
任を負うか］
上記のとおり、本件セットバック部分につ

いて現実に道路が開設されたと認めることは
できないから、Ｘが通行権を有しているとは
認められない。したがって、Ｙが不法行為責
任を負うとも認められない。

3 　まとめ

建築基準法42条２項の規定によって道路位
置指定を受けてセットバックされた部分に敷
地所有者が障害物を設置する等により他者の
通行の障害となる場合、当該他者が敷地所有
者に対して妨害排除請求をなし得るかどうか
について掲記最高裁判例は、①現実に開設さ
れている道路であること。②日常生活上不可
欠の利益を有する者であること。③敷地所有
者等が通行を受忍することによって通行者の
通行利益を上回る著しい損害を被るなどの特
段の事情がないことを要件として、当該他者
に人格的権利として通行の自由権を認めると
ともに、敷地所有者に対する妨害排除請求権
を有し得るとする。
本事例は、この判断枠組みに沿って、これ

らの要件には該当しないと判断された具体事
例であり、実務上の参考になると思われる。

（調査研究部上席調整役）
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建売住宅の買主が、同じ売主業者から隣接
地等を購入した三者間で各自の所有地の一部
を共同で利用する協定を締結したものの、隣
接地所有者がその協定に反して車両を駐車さ
せて通行を妨げる等したことから、対象地部
分の通行権の確認、車両駐車・通行妨害等の
禁止、慰謝料の支払いを隣地所有者に求めた
事案において、慰謝料以外の請求が認容され
た事例（東京地裁 令和２年１月17日判決 ウ
エストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

平成12年８月頃、自宅用戸建住宅の購入を
検討していたＹ（被告・個人）は、売主業者
Ａが販売を予定していた都内の３区画（各区
画）の分譲地の広告を見て関心を持ち、同年
10月に、Ａに自宅建物建築工事を発注するこ
とを条件にその中の１区画（物件Ⅰ）につい
て、売買契約書（売買契約Ⅰ）を締結し、そ
の後Ａと自宅建物の建築工事請負契約書（工
事契約Ⅰ）を締結した。
売買契約Ⅰならびにその締結前にＹが交付
を受けた重要事項説明書（重説Ⅰ）には、「本
物件と隣地との間で結ばれる協定について
は、売主が別紙にて内容を明確にし、本物件
の引渡日迄に各々が記名・押印の上、その承
諾書を各々保有することとします。」との記
載がなされており、その頃Ｙは概要以下の内
容の協定書（本協定）に署名捺印した。
①各所有者（三者）は、各所有地の一部（本
協定部分）を共同利用する。

②本協定部分は、歩行・車両通行のためお互
いに自由に使用できる。
③ただし、本協定部分の一部については、例
外的に駐車車両のはみだしを認める。
④本協定の変更・廃止には当事者全員の合意
を必要とする。
ただし、Ａが作成した工事契約Ⅰ添付の建

物図面においては、上記③の部分を超えて車
両が駐車されている図面が添付されていた。
一方、平成12年頃、戸建住宅の購入を検討

していたＢとその妻Ｘ（原告）は、媒介業者
Ｃより物件Ⅰの東隣の区画とそこに建築予定
の建物（物件Ⅱ）の紹介を受け、平成12年12
月に本協定に署名捺印し、平成13年４月にＡ
との間で物件Ⅱの売買契約を締結した。
平成13年10月、Ｙは物件Ⅰ、ＢとＸは物件

Ⅱの引渡しをそれぞれＡから受け、ともに居
住を開始した。その後、平成21年11月にＢが
死亡し、Ｂの持分をＸが相続した。
ＸとＹが引渡しを受けて間もなく、Ｙが上

記③のはみだしが認められている部分を超え
て車両を駐車していることについて、ＸとＹ
の間で争いが生じ、その後一旦沈静化したも
のの、平成19年頃から再びこれについて両者
間で争いが生じるようになり、平成29年７月
頃からそれが激化し、ＹがＸを攻撃するよう
な内容の張り紙をする等もしたため、同年12
月にＸは、Ｙに対して本協定部分の通行権の
確認、車両駐車・通行妨害・物品放置の禁止、
慰謝料の支払いを求めて提訴した。
これに対してＹは、本協定は暫定的に結ば

協定内容に違反して車両を駐車させる等をした隣地所有者に
対する通行権確認・通行妨害禁止の請求が認容された事例

（東京地判 令 2・1・17 ウエストロー・ジャパン）　葉山 隆

最近の裁判例から ⒀－通行権の確認請求－
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れたもので効力を有しない、Ａから提示され
た図面でも現状程度の車両が駐車可能とされ
ており、Ａから同様の説明を受けていたこと
から本協定は錯誤により無効である、本協定
が効力を有するとしてもこれから脱退した等
として争った。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、慰謝料を除
きＸの請求を認容した。
（本件協定の性質等）
各区画の位置や形状から見て、本協定部分
に車両や人の通行を認めることは、車両の出
し入れや建物への出入りといった日常生活に
おいて不可欠なものであることから、Ａが各
区画を販売するために不可欠な前提条件であ
ったと言える。したがって本協定は、各自の
所有地部分に係る自由な通行権をそれぞれ出
資し、各人及びその関係者が本協定部分全体
を自由に通行できる内容の共同事業を営むと
いう組合契約であるというべきであり、その
変更・廃止には当事者全員の合意が必要とさ
れている。
そうすると、Ｙの脱退は組合に不利な時期
のものであり、許されないというべきである。
（本協定の効力を妨げる理由の存否）
本協定に添付された図面は、Ｙが本協定に
署名捺印した時点では既に完成していた地積
測量図に基づくものであるうえ、売買契約Ⅰ
や重説Ⅰには、本協定が暫定的なものである
との記載もない。
したがって、Ａから本協定が暫定的なもの
であるとの説明があったとか、錯誤があった
とのＹの主張は採用できない。
また、Ｙの駐車態様は、本協定違反、Ｘの
通行阻害のいずれにおいても軽微なものとは
言えず、Ｙは建築条件付で物件Ⅰを購入して
おり、保有する車両を考慮しながら、本協定

に反しないように建物を建築することは可能
であったことから、Ｘの主張が権利の濫用に
あたるとも言えない。
（慰謝料）
Ｙによる張り紙には穏やかでない表現も認

められるが、Ｘの名誉感情又は人格権を侵害
して社会通念上容認できないものとであると
まで認めることはできない。

3 　まとめ

本事例で問題となったいわゆる「協定道路」
は、都内等の市街地での分譲物件を中心に見
受けられることがあるが、これをめぐる裁判
例はあまり多くないと思われることから、そ
の一事例として紹介するものである。
本事例では、隣地所有者に対する協定に基

づく通行権の確認と車両駐車・通行妨害等の
禁止の請求が認容された。
本事案においては、協定上駐車等が禁止さ

れていた部分に車両が駐車される形となって
いる建物プランを売主業者が被告に提示して
いたことも紛争が大きくなってしまった原因
の一つであるようにも思われることから、売
主業者や媒介業者の皆様は、トラブル回避の
観点から、本事例のような協定道路があるも
のも含め、販売用等の図面の作成にあたって
は十分注意を払っていただきたい。

（調査研究部主任研究員）
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：駐車・物品の設置が一切認められない部分
：駐車車両のはみだしが認められている部分

建築確認申請上は、上記も含め、敷地面積に算入されている
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